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医療介護総合確保促進法に基づく 

県計画 

平成２８年９月 

山形県 

【令和３年３月変更】 
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１．計画の基本的事項

(1) 計画の基本的な考え方 

団塊の世代が特に医療・介護需要の高い後期高齢者となる 2025 年を見据え、医療や介護

が必要になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、効率的かつ

質の高い医療提供体制を構築するとともに、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービ

スが身近な地域で包括的に確保される体制「地域包括ケアシステム」を構築する必要があ

る。 

 また、医療や介護の需要が高まる一方、生産年齢人口の急減により、これを支える人材

の確保が困難になることが見込まれるため、中長期的な視点も含めた医療・介護従事者等

の確保や養成を進める必要がある。 

 本計画は、こうした施策を効果的に推進するため、医療と介護の総合的な確保に関する

目標や、目標を達成するために必要な事業について定めるものである。

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

山形県における医療介護総合確保区域については、村山、最上、置賜、庄内の４区域と

する。

区域名 構 成 市 町 村

村山
山形市、寒河江市、上山市、村山市、天童市、東根市、尾花沢市、山辺町、

中山町、河北町、西川町、朝日町、大江町、大石田町

最上 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村

置賜 米沢市、長井市、南陽市、高畠町、川西町、小国町、白鷹町、飯豊町

庄内 鶴岡市、酒田市、三川町、庄内町、遊佐町

 ２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる

(3) 計画の目標の設定等 

■山形県全体

１．目標

本県においては、人口当たりの医師数が全国平均を下回るなど医療従事者の確保が喫

緊の課題となっていることから、これらの課題解決を図るとともに、今後も要介護認定

者の増加が見込まれることを踏まえ、多様な介護ニーズに対応できる介護基盤を整備

し、高齢者が地域において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。

 ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標

  ・回復期病床等への転換など対象とした支援により病床転換を促進する。



2

② 居宅等における医療の提供に関する目標

   在宅医療関係者間における連携体制の充実、各専門職の質の向上など在宅医療の推

進を図るための取組み等を実施する。

   ・在宅歯科診療所数 134 か所（H29 年度）→ 160 か所（R5 年度）

 【定量的な目標値】

   ・往診（終日対応のできる）を行う医療機関数  330 ヵ所 

   ・地域医療・介護等連携チーム設置市町村数    35 市町村 

④ 医療従事者の確保に関する目標

・本県の人口当たりの医師数は、山形大学医学部を卒業した医師の県内定着等によ

り着実に増加しているものの、依然として全国平均を下回る状況にあることから、

県民が安心して暮らせる医療提供体制の整備を推進する。 

人口 10 万人対医師数：全国平均以上（H28 年） 

 【定量的な目標値】

・人口 10 万人対歯科医師数  65 人

・人口 10 万人対薬剤師数   178 人 

・看護職員の就業者数   14,907 人以上

２．計画期間

  平成 28 年４月１日～令和３年３月 31 日 

■村山区域

 山形県全体の目標及び計画期間と同じ。

■最上区域 

山形県全体の目標及び計画期間と同じ。

■置賜区域 

 山形県全体の目標及び計画期間と同じ。

■庄内区域 

山形県全体の目標及び計画期間と同じ。

(4) 目標の達成状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

【医療分】

平成 27 年 10 月～平成 28 年１月 関係団体から事業ニーズや意見を聴取

 平成 28 年２月 10 日   県医師会をとりまとめ役とする関係団体打合せ会議を開催

 平成 28 年７月８日   山形県保健医療推進協議会の開催

【介護分】

平成 27 年９月     ・市町村及び関係 18 団体へ介護従事者確保事業に係る提案及

び意見を照会 

            ・各市町村における地域密着型介護施設等の平成 28 年度整備

計画について照会 

平成 27 年 10 月 14 日   山形県介護職員サポートプログラム推進会議（22 機関にて構

成）において介護従事者確保に向けた今後の取組みに関し意

見聴取 

平成 28 年７月８日   山形県保健医療推進協議会の開催

【医療分】

◆関係団体打ち合わせ会議名簿 

   座 長 山形県医師会副会長        中 目 千 之

       山形県医師会主査         川 口 藤 代

       山形県歯科医師会常務理事     村 山 敏 明

       山形県歯科医師会常務理事     星 川 知佳子

       山形県薬剤師会専務理事      佐 藤   宏

       山形県看護協会常任理事      大 竹 久 子

山形県看護協会理事        鈴 木 郁 子

                           ※ 敬称略

（平成 28 年２月時点）

【医療・介護共通】

 ◆山形県保健医療推進協議会名簿 

   会 長 山形県医師会会長         德 永 正 靱

   副会長 山形県歯科医師会会長       永 田 秀 昭

       山形県薬剤師会常務理事      相 原 由 香

       山形県社会福祉協議会会長     青 山 永 策

       山形県食生活改善推進協議会副会長 荒 木 公 子

       山形県看護協会会長        井 上 栄 子

       山形県地域包括・在宅介護支援

センター協議会副会長 大 江 祥 子

       山形県訪問看護ステーション

連絡協議会会長   岡 田 陽 子

       山形県立米沢栄養大学助教     金 谷 由 希

       山形県消防長会会長        黒 田 重 孝
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       山形県病院協議会理事長      後 藤 敏 和

       ＮＰＯやまがた育児サークルランド

子育て支援コーディネーター 澤 村 千 明

       山形県町村会副会長（最上町長）  髙 橋 重 美

       山形県市長会会長（東根市長）   土 田 正 剛

山形県医師会副会長        中 目 千 之

       山形県立保健医療大学保健医療学部

教授 沼 澤 さとみ

       日本精神科病院協会山形県支部

                   副支部長 沼 田 由紀夫

山形大学医学部教授        細 矢 貴 亮

 山形県保険者協議会副会長     本 間 富美勝

       山形大学大学院教授        村 上 正 泰

       山形県栄養士会会員        矢 口 友 理

       山形県議会厚生環境常任委員長   矢 吹 栄 修

       山形県保健所長会副会長      山 田 敬 子       

   ※ 会長、副会長、委員（五十音順）の順に記載。敬称略

（平成 28 年７月時点）

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価に当たっては、事業受託者など関係団体の意見と山形県保健医療推進協

議会の意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行いながら、計画を推進

していく。
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３．計画に基づき実施する事業 

事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 
設備の整備に関する事業 

  事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 
  事業区分４：医療従事者の確保に関する事業

 (1) 事業の内容等

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.１（医療分）】 

ICT を活用した地域医療ネットワーク基盤の

整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,744 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 ネットワーク協議会、地区医師会等 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するために

は、医療機関相互のネットワーク構築による医療機関間の連携が

不可欠である。 

アウトカム指標：地域医療情報ネットワーク登録患者数 

 41,932 人（H27 年度末）→45,000 人（H28 年度末） 

事業の内容 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化等を推進するため、

各構想区域において病院・診療所・介護施設等で切れ目のない医

療情報連携を可能とするよう、ICT を活用した医療機関等相互の

ネットワーク化を進める。

アウトプット指標 ネットワークに参加する参照医療機関等の数 

 314 機関（H27 年度末） → 340 機関（H28 年度末）

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関相互のネットワーク化を進めることにより、病床の機能

分化を推進するとともに、地域医療情報ネットワークの登録患者

数の増加ひいては県民への切れ目のない医療の提供につなげる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

40,744

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

3,544

基金 国（Ａ） (千円)

27,163

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

13,581

民 (千円)

23,619

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

40,744

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.２（医療分）】

病床の機能分化・連携を推進するための基盤

整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

800,000 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３３年３月３１日

（回復期病床等への転換など、現状でも必要なもののみ対象とす

ることとし、地域医療構想が作成された後、さらなる拡充を検討

する。） 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

効率的かつ質の高い医療提供体制の構築、地域における医療及び

介護の総合的な推進 

アウトカム指標：回復期病床等への転換数（H37 年度末 2,000 床）

事業の内容 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域

において総合的に確保するため、病床の機能分化、連携を推進す

るための施設・設備の整備に対する支援を行う。 

アウトプット指標 当事業の活用による病床転換を行う医療機関数 

H28 年度 １医療機関

アウトカムとアウトプット

の関連 

不足することが見込まれる回復期病床の転換することで、地域医

療構想で示す将来必要とされる機能別に必要病床数を確保する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

800,000

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

186,667

基金 国（Ａ） (千円)

266,667

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

133,333

民 (千円)

80,000

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

400,000

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

400,000

備考（注３） 毎年度の支出見込み額（H28：80,000 千円、H29：80,000 千円、

H30：80,000 千円、H31：80,000 千円、H32：80,000 千円） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.３（医療分）】 

医療機関間・医療介護の連携促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,829 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 地区医師会、病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

構想上必要とされる回復期病床等 2,000 床への転換に向け、医療

機関間の連携や医療介護連携を円滑に行うためのコーディネー

ターを地域ごとに養成・配置することで急性期から回復期病床等

への機能転換を促進する。 

アウトカム指標：地域医療情報ネットワーク登録患者数 

 41,932 人（H27 年度末）→45,000 人（H28 年度末） 

事業の内容 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化を推進するため、各

地域の地区医師会とともに、各地域の個別・具体的な課題解決に

向けて、医療機関間の連携や医療介護連携を円滑に行うためのコ

ーディネーターを地域ごと、特に人材の不足している村山・最

上・置賜の構想区域を中心に、養成・配置する。

アウトプット指標 ・医療機関間の連携や医療介護連携を円滑に行うためのコーディ

ネーターの育成：３人（H28 年度）

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療構想達成に向けて必要とされる回復期病床等の転換に

必要不可欠なコーディネーターが３人確保される。また、同コー

ディネーターの医療機関間の連携に係る取組みにより、地域医療

情報ネットワークの登録患者数を増加ひいては県民への切れ目

のない医療の提供につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

17,829

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

11,886

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

5,943

民 (千円)

11,886

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

17,829

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 【No.４（医療分）】 

在宅医療の人材育成基盤を整備するための

研修の実施 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

30,132 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 県、地区医師会、在宅医療関係団体 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想の達成に向けては在宅医療提供体制の充実が不可

欠である。 

アウトカム指標：往診の実施件数（1ヶ月間） 

        2,133（H26 年 9 月） → 2,350（H29 年 9 月）

事業の内容 在宅医療に取り組む人材の確保・育成、医療・介護など在宅医療

関係者間における連携体制の充実、各専門職の質の向上など在宅

医療の推進を図るための研修等取組みを県・関係団体等が連携し

て実施する。

アウトプット指標 各区域の在宅医療関係者による協議会開催 各１回（H28年度末）

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療関係団体が連携して実施する研修等取組みにより、在宅

医療関係者等による多職種協働を図り、往診の実施件数の増加な

ど、在宅医療提供体制の更なる充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

30,132

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

8,255

基金 国（Ａ） (千円)

20,088

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,044

民 (千円)

11,833

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,132

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

0

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.５（医療分）】

在宅療養者の急変時における救急救命体制

整備促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

190 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域

事業の実施主体 山形県、医療機関、消防機関

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

傷病者の予後向上のために、救急要請から医療機関への収容時

間を短縮する必要がある。

アウトカム指標値：

救急要請から医療機関への収容までに 30 分以上要した割合

（H27:67.9%→H28:59.0%）

事業の内容  在宅療養中の急変時の対応等において、迅速で適切な病院前救

護が提供できるよう、医療機関など地域の関係機関と連携し、技

能向上のための研修会を行い、在宅医療の推進に資する。

アウトプット指標 講習会受講者数（H28:32 人）

アウトカムとアウトプット

の関連 

講習会受講者数の増加により、医療関係者等の技能向上につな

がり、医療機関収容までの時間短縮など、迅速で適切な病院前救

護の提供が可能となる。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

190

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

127

基金 国（Ａ） (千円)

127

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

63

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

190

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.６（医療分）】

小児在宅医療連携体制支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、市町村、山形県医師会、医療機関、介護関係者 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ＮＩＣＵ、ＧＣＵ等に長期入院している小児等が退院後、安心し

て在宅医療・在宅療養に移行するため、保健・医療・福祉相互の

連携体制の構築が必要である。 

アウトカム指標：ＮＩＣＵ、ＧＣＵ平均入院期間 

21 日（H26 年度）→H26 以下（H28 年度） 

事業の内容 総合・地域周産期医療センターや分娩取扱医療機関の医師をはじ

め、医療施設、訪問看護ステーション、療育施設・福祉施設、保

健所及び市町村（母子保健・福祉）の関係者間において、現状把

握する会議や研修会を開催し、ＮＩＣＵ等からの退院後の疾患を

有する小児の在宅医療・在宅療養への移行支援を行う。 

アウトプット指標 研修会参加者数 50 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ＮＩＣＵ等からの退院後の疾患を有する小児の在宅医療・在宅療

養にかかる支援体制を構築することにより、安心して在宅医療・

在宅療養へ移行することができ、ひいては、ＮＩＣＵ等の入院期

間を短縮し、本来集中治療が必要な新生児をＮＩＣＵ等において

確実に処置する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

10

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

7

基金 国（Ａ） (千円)

7

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

10

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.７（医療分）】

在宅で療養する糖尿病及び慢性腎臓病（CKD）

患者の療養環境整備に関する連携体制の構

築 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,311 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅で療養する糖尿病及び慢性腎臓病（CKD）患者にとって、分

かりやすく総合的な支援が行われる体制の確保及び療養環境の

整備が求められている。 

アウトカム指標：糖尿病腎症による年間新規透析導入患者数 127

人（H25 年度）→90 人（H34 年度） 

事業の内容 在宅で療養する糖尿病及び慢性腎臓病（CKD）患者の療養環境の

整備及び重症化予防のため、医師会や保健所、市町村との症例検

討会及び連携体制を構築するための検討会を重ねるとともに、重

症化予防のためのリーフレットを作成する。 

アウトプット指標 糖尿病予防のリーフレットを８万部作成し県民に広く周知。

糖尿病及び慢性腎臓病（CKD）症例検討会８回（H28～29 年度）

糖尿病及び慢性腎臓病（CKD）対策検討会５回（H28～29 年度）

アウトカムとアウトプット

の関連 

症例検討会や対策検討会を実施することにより、関係機関の連携

体制と重症化予防プログラムを構築し、在宅で療養する患者の療

養環境を整備するとともに、重症化予防についてリーフレット８

万部作成し啓発を行い、年間新規透析導入患者数の減少を図る。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,311

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

874

基金 国（Ａ） (千円)

874

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

437

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,311

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 年度毎の支出見込額（H28:675 千円、H29:636 千円） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８（医療分）】

脳卒中・心筋梗塞発症登録、集計分析及び評

価システムの構築 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,500 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、山形大学 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

脳血管疾患や心筋梗塞は死亡原因の約４分の１を占め、県民の健

康維持と安心して療養生活を送るためには、発症原因や死亡率、

予後の状況等の情報を集積・分析し、発症予防対策を講じること

が重要となっている。 

アウトカム指標：H22 年 → H34 年 

脳血管疾患年齢調整死亡率の低下  男性 55.8% → 41.6% 

                 女性 31.7% → 24.7% 

虚血性心疾患年齢調整死亡率の低下 男性 33.1% → 31.8% 

                 女性 15.4% → 13.7% 

事業の内容 脳血管疾患や心筋梗塞の発症症例について、罹患情報を登録、予

後調査を行い、発症率や死亡率等を年齢、性別、地域別、季節ご

とに分析を行うとともに、連携する関係機関に情報提供し、在宅

医療の充実を図る。 

アウトプット指標 症例登録件数の増加  

脳血管疾患 H25 年 3,194 件 → H28 年 4,000 件 

心筋梗塞  H26 年  598 件 → H28 年  600 件

アウトカムとアウトプット

の関連 

年齢や性差等の影響調査や地域比較調査を行い、死亡原因や発症

予防等の情報を急性期から在宅医療に関わる関係機関と共有す

ることで連携を強化し、死亡率の低下や重症化予防を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

4,500

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

3,000

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,500

民 (千円)

3,000

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,500

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

3,000

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 



13

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.９（医療分）】

在宅療養・緩和ケア等の連携支援 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,099 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

庄内区域 

事業の実施主体 鶴岡市立荘内病院 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 30 年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

がんと診断された時から治療、在宅医療まで切れ目のないがん医

療の提供が求められており、いつでもどこでも適切な医療サービ

スを受けられる保健医療提供体制の強化が必要となっている。 

アウトカム指標：がんの地域連携パス運用件数の増加 

（H26 年度 95 件 → H29 年度 160 件） 

事業の内容 山形県がん診療連携指定病院である鶴岡市立荘内病院が実施す

る在宅療養や緩和ケア等の連携事業への補助 

アウトプット指標 地域のかかりつけ医等を対象にした研修会の参加者数 100 名

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修会の開催により指定病院と地域の医療機関と連携を強化し、

がんの地域連携パスの運用増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

3,099

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

2,066

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,033

民 (千円)

2,066

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,099

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 年度毎の支出見込額（H28：1,476 千円、H29：1,623 千円） 

(2) 事業の実施状況 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ２.居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】

在宅歯科医療の実施に係る拠点・支援体制の

整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,916 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、山形県歯科医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進行に伴い、通院が困難な状態になった高齢者や在宅療

養を行う人等に対し、必要な歯科医療が提供できるよう、在宅歯

科診療体制の構築とともに、それらに対応できる人材の育成及び

確保が求められている。 

アウトカム指標：在宅歯科診療所数 365 か所（H27 年度）→375

か所（H29 年度末） 

事業の内容 歯科医師１名が常駐する在宅歯科医療連携室を設置し、在宅歯科

医療の推進及び他分野との連携体制の構築に資する以下の業務

を行う。 

○ 医科・介護等との連携・調整窓口、 ○ 在宅歯科医療希望

者の窓口、 ○ 在宅歯科医療や口腔ケア指導等を実施する歯科

診療所の紹介、 ○ 在宅歯科医療機器の貸出し、 ○ 在宅歯

科医療に関する広報 

アウトプット指標 在宅歯科医療連携室の設置・運営（１カ所）

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅歯科医療連携室を設置・運営し、在宅歯科医療の推進等に資

する業務を行うことにより、在宅歯科診療所数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

9,916

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

6,611

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

3,305

民 (千円)

6,611

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

9,916

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

6,611

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 年度毎の支出見込額（H28:4,957 千円、H29:4,959 千円） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11 医療分）】

在宅歯科医療を実施するための設備整備事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

35,312 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、歯科診療所 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

平成３１年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進行に伴い、通院が困難な状態になった高齢者や在宅療

養を行う人等に対し、必要な歯科医療が提供できるよう、在宅歯

科診療体制の構築とともに、それらに対応できる人材の育成及び

確保が求められている。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所数 134 か所（H29 年度）→

160 か所（R5 年度）

事業の内容 山形県が開催する在宅歯科医師等養成講習会等を修了した歯科

医師が常勤する歯科診療所に対して、在宅歯科診療を実施するた

めに必要となる医療機器等の初度設備に要する経費の一部を補

助する。

アウトプット指標 在宅歯科診療を実施する診療所への補助 14 か所（H28 年度）

在宅歯科診療を実施する診療所への補助 12 か所（R2 年度）

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅歯科診療を実施する診療所への補助を行うことにより、在宅

歯科診療所数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

35,312

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

15,694

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

7,847

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

23,541

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

11,771

備考（注３） 基金所要見込み（H28：16,016 千円、R1：33 千円、R2：7,492） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．在宅医療・介護サービスの充実のために必要な事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

在宅医療に係る医療連携体制の運営支援 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

880 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、医療機関、消防機関 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅医療を受ける患者数の大きな増加が見込まれる中、急変時におけ

る対応の充実が求められていることから、地域住民へ応急手当の普及

啓発など急変時の対応に対する認識を深める取組み等を行う必要があ

る。 

アウトカム指標：自宅や施設等における応急手当の実施割合の増加 

○ 応急手当実施率目標 

自宅：H29 年 70%以上（H25～27 年：63.4%） 

社会福祉施設：H29 年 90%以上（H25～27 年：86.3%） 

事業の内容 在宅医療における急変時の対応の充実を図るため、県・医師会・救急

医療関係機関が連携して、心疾患などの基礎疾患を持った在宅患者の

家族を始めとする地域住民へ応急手当の普及啓発など急変時の対応に

対する認識を深める取組み等を行う。

アウトプット指標 応急手当講習会の延べ受講者数

平成 29 年度末時点：390,000 人

アウトカムとアウトプット

の関連 

応急手当の普及啓発に伴う講習会受講者数の増加により、在宅療養の

場（自宅や施設等）における応急手当の実施件数の増加など、在宅医

療における急変時の対応の充実につなげる。

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

880

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

586

基金 国（Ａ） (千円)

586

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

294

民 (千円)

0

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

880

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

その他（Ｃ） (千円)

0

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

精神障がい者の地域生活移行の支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

1,884 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 精神科病院、精神保健福祉士協会 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

病状は安定しているものの、退院後の受け入れ先がないなどの社会的

入院患者が数多く存在している状況にあり、長期入院者等の退院促進

及び地域定着の推進のための体制を整備する必要がある。 

アウトカム指標：精神科病院在院期間１年以上の長期在院者数

1,905 人（H24 年度）→1,562 人（H29 年度） 

事業の内容 精神科医療機関の院内委員会へ入院患者本人や家族からの相談に応じ

必要な情報提供を行う相談支援事業者等を招聘し地域における医療と

福祉の連携体制を整備する。また、精神科病院を退院した精神障がい

者の地域生活の継続と再入院の防止、精神障がい者の日中の活動場所

の確保などを推進するため、相談支援体制を強化する。 

アウトプット指標 相談支援事業所、就労継続支援事業所の研修会参加事業所数：196 事
業所（H29 年度）

アウトカムとアウトプット

の関連 

退院前や退院後の相談体制を整備・強化することで、再入院を防ぎ、

長期在院者の減少を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,884

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

1,256

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

628

民 (千円)

1,256

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,884

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,256

その他（Ｃ） (千円)

0

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

かかりつけ薬剤師・薬局移行促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

2,282 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 県薬剤師会 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

居宅における療養者が増加しているため、薬局においては、在宅対応

を行う（開局時間外の夜間・休日を含む。）体制確保が求められており、

その体制を県内の薬局で構築し、かかりつけ薬剤師が患者宅に赴き、

在宅医療に対応できる薬剤師・薬局が必要である。 

アウトカム指標：  

年 10 件以上の居宅療養管理指導業務を実施している薬局数 

平成 29 年：70件（12.3％）→平成 31 年：140 件（25％） 

事業の内容 在宅医療に対応できる薬剤師を育成するため、次の事業を行う。

・在宅医療実践ハンドブック（仮称）の作成

・在宅医療に係る研修会の開催

・アンケート調査の実施による課題の把握

アウトプット指標 研修会参加者数 150 人

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修会を開催することにより、在宅医療に関わる質の高い薬剤師の育

成を行い、居宅療養管理指導業務を実施する薬局数の増加を図る。

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

2,282

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

1,521

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

761

民 (千円)

1,521

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,282

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】

災害時精神医療派遣体制整備事業費 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,809 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、精神科病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

災害時に精神医療を提供できる体制を整備することにより、大規

模な災害時においても精神科の通常診療をはじめ、一般医療と精

神医療との連携など、需要に応じた良質かつ適切な医療を提供す

ることが必要である。 

アウトカム指標：災害派遣精神医療チーム数の増加

７チーム（H27 年）→１２チーム（H28 年）

事業の内容 災害時の適切な精神医療や精神保健活動及び災害拠点病院等の

関係機関との連携を連携に必要な精神医療従事者を確保するた

め、必要な資機材を整備し、資機材の使用方法を含めた研修等を

開催し人材育成を図る。 

アウトプット指標 災害派遣精神医療従事者研修の受講修了者数の増加 

31 人（H27 年）→50 人（H28 年）

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修の受講者を増やすことにより、災害時に被災地以外から応援

が可能な体制が整備され、良質かつ適切な精神医療を円滑に提供

できる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

2,809

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

1,873

基金 国（Ａ） (千円)

1,873

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

936

民 (千円)

0

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,809

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】

発達障がい者支援協力医療機関支援事業費

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,024 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

庄内区域 

事業の実施主体 県、鶴岡協立病院 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

発達障がいの協力医療機関の少ない庄内区域においては、診察待

ち期間が長期化しており、発達障がいの相談・診療に対する県民

ニーズに対応するための体制の整備が必要。 

アウトカム指標：３カ月以内再入院率 

20.4％（H25 年度）→ H25 以下（H28 年度） 

事業の内容 発達障がいの診断・診療が可能な協力医療機関に対し、心理学検

査や診断前後の相談等の業務を担うコメディカル（臨床心理士

等）の配置支援を行う。 

アウトプット指標 コメディカル配置医療機関：１か所

相談者数：延５００人

アウトカムとアウトプット

の関連 

発達障がいの相談・診療の体制を整備することにより、適切な支

援を行い、発達障がい児・者が、社会適応の困難さから適応障害

や強迫性障害などの精神症状を引き起こし入院に至ることや、精

神疾患の重症化を防止することにより、医療機関への再入院率の

減少を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

3,024

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

2,016

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,008

民 (千円)

2,016

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

3,024

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】

地域医療構想に基づく病床機能の転換を行

うために必要となる人材の確保 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

86,020 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、山形大学 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想に基づく病床機能の転換を行うために必要となる

人材を確保する必要がある。

アウトカム指標値：人口 10 万人対医師数の全国平均以上(H28)

（H26 調査：全国 244.9 人、山形県 230.4 人）

事業の内容 山形大学に寄附講座を設置し、地域医療構想実現のための政策研

究及び医療人材の育成・確保と県内定着率向上策に関する研究を

行う。

アウトプット指標 ○臨床研修医マッチング者数：前年度以上（H27：80 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療構想実現のための政策研究を推進することにより、県全

体の医師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

86,020

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

57,347

基金 国（Ａ） (千円)

57,347

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

28,673

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

86,020

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】

産科医の処遇改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,730 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

産科医等については、訴訟のリスクも高く、昼夜を問わず対応が

求められるなど、他の診療科に比べて医師への負担が重く、勤務

内容に見合う処遇を確保する必要がある。

アウトカム指標値：人口 10 万人対産婦人科医師数の増加 

(H26：51.7 人→H28：H26 以上)

事業の内容  産科医等に分娩手当を支給する医療機関に対して、財政的援助

を行うことにより、産科医等の処遇改善を推進する。

アウトプット指標 ○分娩手当を支給する医療機関数 11 機関

アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医の処遇改善を推進することにより、県内医療機関の産科医

確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

26,730

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

4,957

基金 国（Ａ） (千円)

5,884

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,942

民 (千円)

927

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

8,826

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

17,904

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】

新生児担当医処遇改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,980 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

NICU のベッド数は一定程度整備されつつあるが、新生児科医の

確保が追いついていない状況にあることから、新生児医療担当医

の処遇改善に取組む医療機関を支援し、周産期医療体制の整備を

促進する必要がある。

アウトカム指標値：人口 10 万人対小児科医師数

98.6 人（全国 103.2 人）（H26 年）→H26 以上（H28 年） 

事業の内容 医療機関が行う、新生児担当医手当等（就業規則等に規定）を支

給し新生児医療担当医の処遇を改善する取組みに係る経費につ

いて財政的支援を行う 

アウトプット指標 新生児担当医の処遇改善取組病院数を1病院増やし3病院とする

アウトカムとアウトプット

の関連 

新生児担当医の処遇改善取組病院を増やし、周産期医療体制の整

備を促進することにより、新生児科医の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,980

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

439

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

220

民 (千円)

439

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

659

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

1,321

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】

歯科衛生士の確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

486 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、山形県歯科医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進行に伴い、通院が困難な状態になった高齢者や在宅療

養を行う人等に対し、必要な歯科医療が提供できるよう、在宅歯

科診療体制の構築とともに、それらに対応できる人材の育成及び

確保が求められている。 

アウトカム指標：訪問歯科診療ができる歯科衛生士数の増加 78

人（H26 年度）→178 人（H28 年度） 

事業の内容 臨床の現場を離れた歯科衛生士の復職支援と訪問歯科診療がで

きる歯科衛生士を養成するための研修会を実施し、歯科衛生士の

確保対策を推進する。 

アウトプット指標 研修を受けた歯科衛生士数 50 人（H28 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科衛生士養成研修会を開催し、歯科衛生士の復職支援とともに

訪問歯科診療ができる歯科衛生士数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

486

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

324

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

162

民 (千円)

324

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

486

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

324

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】

新人看護職員の質の向上を図るための研修 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,304 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 各医療機関、県看護協会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員を増加させるためには在職者の離職を防ぐ必要がある 

アウトカム指標：新人看護職員離職率

6.3%（H23 年度）→2％台（H29 年度）

事業の内容 ・新人看護職員研修を実施する病院等への研修経費の助成 

・各病院等における新人看護職員研修担当者の質の向上を図る

ため、『新人看護職員研修担当者研修』を開催する。

アウトプット指標 県内医療機関における新人採用者に対する確実な研修の実施 

 28 医療機関 231 人

アウトカムとアウトプット

の関連 

各病院に合わせた入職後の技術講習及びメンタル面を含めたフ

ォローアップにより、離職者低下に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

26,304

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

5,544

基金 国（Ａ） (千円)

9,050

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

4,525

民 (千円)

3,506

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

13,575

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,108

その他（Ｃ） (千円)

12,729

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】

看護職員の資質の向上を図るための研修 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,824 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 医療機関、県看護協会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

専門性を持ったキャリアパスの提示により、意欲ある看護学生の

県内誘因を図る必要がある。 

アウトカム指標：看護学生卒後県内就業率 

61.5%（平成 23 年度）→70%台（平成 29 年度）

事業の内容 ・看護職員を対象とした資質向上を図るための研修等を実施す

る病院等に対する支援を行う。 

・災害発生時において派遣する災害支援ナースの登録者増加のた

めの広報活動と、スキルアップのための研修会を実施する。 

・看護実習指導者講習会を修了し、各施設において看護実習指

導の任にあたる者を対象とした継続研修を実施する。

アウトプット指標 災害支援ナース新規登録者 20 人

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護学生の臨地実習指導者や災害支援ナースなど、看護職員とし

ての専門的な研修をすることで、現職職員のモチベーションの向

上と、新たに就業する看護学生に対する将来のキャリアパスを提

示し、県内就業を誘因する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

15,824

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

8,897

基金 国（Ａ） (千円)

10,549

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

5,275

民 (千円)

1,652

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

15,824

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,478

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（医療分）】

看護職員の負担軽減に資する看護補助者の

活用も含めた看護管理者の研修 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,891 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 医療機関、県看護協会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

臨地実習における質の高い教育により、県内医療機関への就業意

欲の向上を図る 

アウトカム指標：看護学生卒後県内就業率 

61.5%（平成 23 年度）→70%台（平成 29 年度）

事業の内容 ・病院等の看護実習施設における実習指導者を養成するため、

『看護実習指導者講習会』を開催する。 

アウトプット指標 実習指導者講習会受講者数  40 人

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護学生の臨地実習において指導の中心となる実習指導者を継

続的に養成し、看護学生に対して質の高い教育を行うことによ

り、県内医療機関への就業意欲の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

2,891

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

1,927

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

964

民 (千円)

1,927

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,891

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

1,927

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】

看護師等養成所における教育内容の向上を

図るための体制整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

80,008 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 民間立看護師等養成所 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県看護学生の県内定着率は全国平均を下回っており、改善が急

務である 

アウトカム指標：看護学生卒後県内就業率 

61.5%（平成 23 年度）→70%台（平成 29 年度）

事業の内容 ・民間立看護師等養成所に対し、運営費の補助を行う。 

アウトプット指標 補助対象校 ５校

アウトカムとアウトプット

の関連 

民間立看護師等養成所に対する運営費支援を通し、学生の経済的

負担を軽減することにより、県外校よりも本県就業率が高い県内

校の入学者を促進し、将来の本県就業者の安定的確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

80,008

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

0

基金 国（Ａ） (千円)

53,339

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

26,669

民 (千円)

53,339

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

80,008

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】

医療機関と連携した看護職員確保対策の推

進 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,981 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 県看護協会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護師不足解消のため、潜在看護師の復帰を促進する必要がある

アウトカム指標：看護職員需給ギャップ 

885 人（平成 26 年度）→0人（平成 37 年度）

事業の内容 ・ハローワークと連携し、福祉人材コーナーを設置していないハ

ローワークも含め、全県８か所のハローワークに対し臨時雇用

したナースセンター職員が定期的に月数回巡回し、地域の就業

ニーズを掘り起こし、職場復帰に繋げていく。 

・特に看護師不足が顕著である地域には、地域在住の相談員（看

護職）を配置し、きめ細やかな対応を行う。 

アウトプット指標 ナースセンター求職登録者の再就業率 ３０％

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域に密着した就業支援を通じ、潜在看護師の復職化を支援し、

本県需給ギャップの解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

25,981

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

29

基金 国（Ａ） (千円)

17,321

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

8,660

民 (千円)

17,292

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

25,981

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

16,411

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】

看護職員の就労環境改善のための体制整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

78,666 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

女性が多い看護職において、子育て世代の就業落ち込み等を防ぐ

ため、就業継続が出来る環境整備が必要である 

アウトカム指標：看護学生卒後県内就業率 

61.5%（平成 23 年度）→70%台（平成 29 年度）

事業の内容 ・院内保育施設を設置している病院等に対し、その運営に要する

経費に助成する。 

・医療機関を対象としたワークショップを開催し、ワークライフ

バランスに対する雇用主側の理解を図り、個々の医療機関のア

クションプラン策定を支援する。 

アウトプット指標 院内保育所設置施設への補助 15 件

アウトカムとアウトプット

の関連 

子育て世代の就業継続可能な環境の整備など、働きやすい職場環

境を整え、新卒看護学生など看護職員の安定的就業を促進する。

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

78,666

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

2,952

基金 国（Ａ） (千円)

34,897

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

17,448

民 (千円)

31,945

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

52,345

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

567

その他（Ｃ） (千円)

26,321

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】

看護職員の勤務環境改善のための施設整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,600 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

置賜区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県看護師不足の解消のため、離職者数を低下させる必要がある

アウトカム指標：看護学生卒後県内就業率 

61.5%（平成 23 年度）→70%台（平成 29 年度）

事業の内容 ・一般財団法人三友堂病院が実施するスタッフステーション及

び隣接病室の改修工事、ナースコール入替工事に対する助成

アウトプット指標 看護職員の勤務環境改善のための施設整備 １件

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療の高度化に対応可能なナースステーションの拡充等、看護

職員が働きやすい合理的な病棟づくりなど勤務環境改善整備

をすることにより、当該医療機関の看護職員離職防止を図り、

新卒看護学生など看護職員の安定的就業を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

15,600

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

3,260

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

1,630

民 (千円)

3,260

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,890

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

10,710

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28（医療分）】

勤務環境改善支援センターの運営 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

75 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県看護師不足の解消のため、離職者数を低下させる必要がある

アウトカム指標：看護学生卒後県内就業率 

61.5%（平成 23 年度）→70%台（平成 29 年度）

事業の内容 ・県内医療機関の勤務環境改善の取組みを支援する、山形県医療

勤務環境改善支援センターの運営 

アウトプット指標 「医療労務管理分野」、「医業分野」の２つの領域に関する専門ア

ドバイザーによる相談回数 ５件以上

アウトカムとアウトプット

の関連 

各医療機関にあわせた就業環境改善計画の策定をサポートし、離

職者数の低下を図り、新卒看護学生など看護職員の安定的就業を

促進する。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

75

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

50

基金 国（Ａ） (千円)

50

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

25

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

75

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29（医療分）】 

休日・夜間の小児救急医療体制の整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

45,542 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

全国的に小児科医が不足する中、核家族の進展に伴い、休日及び

夜間における小児救急患者の受診が増加する傾向にあるととも

に、小児科専門医の診療を受けたいという患者ニーズが強くなっ

ている。 

アウトカム指標値：

小児科標榜医の割合（15 歳未満人口 10 万人対小児科医数） 

 98.6 人（H26 年度）→103.2 人以上（H30 年度） 

事業の内容 小児救急医の負担を軽減するため、小児科を標榜する病院等が輪

番制方式若しくは共同利用型方式により、又は複数の二次医療圏

による広域を対象に小児患者を受け入れることにより、休日・夜

間の小児救急医療体制を整備するために必要な医師、看護師等の

医療従事者の確保に必要な経費及び「小児救急医療拠点病院」の

運営に必要な経費に対する支援を行う。

アウトプット指標 休日・夜間の小児救急医療体制の整備 

常勤（土日祝日）：１病院 オンコール：８病院

アウトカムとアウトプット

の関連 

夜間、休日等に重症小児患者を受入れるため、小児科医が診療を

行う体制を整備する病院に対して助成をすることにより、県内の

小児救急医療体制の整備・充実が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

45,542

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

20,240

基金 国（Ａ） (千円)

20,240

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

10,121

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

30,361

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

15,181

備考（注３） 年度毎の支出見込額（H28:15,294 千円、H29:15,067 千円） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30（医療分）】 

電話による小児患者の相談体制の整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,692 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、山形県医師会 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民がすぐに医療機関を受診するか否か迷う場合に応え、県民の

不安を解消する必要がある（休日・夜間診療所の適切な利用、二

次・三次救急医療機関の負担軽減も図られる）

アウトカム指標値：

二次・三次救急医療機関を受診する軽症患者数の割合 

83.8％（H23 年度）→81.5％（H28 年度）

事業の内容 地域の小児救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進し、

全国どこでも患者の症状に応じた適切な医療が受けられるよう

にすることを通じ、小児科医の負担を軽減するため、地域の小児

科医等による夜間の小児患者の保護者等向けの電話相談体制を

整備するための経費に対する支援を行う。 

アウトプット指標 相談件数 

 4,400 件（H28 年度） 参考：4,385 件（H27 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

救急電話相談窓口の設置により、患者の症状に応じた適切な医療

機関への誘導がなされ、休日・夜間診療所の適切な利用促進と二

次・三次医療機関の負担軽減が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

22,692

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

15,128

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

7,564

民 (千円)

15,128

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

22,692

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

15,128

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】

周産期医療に従事する医師、看護師等の資質

の向上を図るための研修 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,367 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、山形大学、山形県産婦人科医会、医療機関 

事業の期間 平成 28 年４月１日～平成 29 年３月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

山形県の新生児死亡率は、毎年全国下位に低迷しており、また周

産期医療従事者数は全国平均よりも少ないことから、限られた資

源を効率的・効果的に活用することが求められおり、医師・助産

師・救急救命士等それぞれの役割に応じ、周産期医療の資質向上

を図る必要がある。 

アウトカム指標：新生児死亡率 

1.5 人（H19～23 年の平均）→1.2 人（H28 年度） 

事業の内容 ハイリスク分娩への医療技術、資質向上を図るため、医師、助産

師、救急救命士等に対し、周産期医療に関する最新の治療方法や

対処方法等について、それぞれの役割に応じた教育・研修を行う。

アウトプット指標 研修会等実施回数：８回、研修への延べ参加者数：２４０名

アウトカムとアウトプット

の関連 

多くの周産期医療従事者が、最新の治療方法や対処方法等を学ぶ

ことにより、ハイリスク分娩の適切な対応を推進し、新生児の生

存率向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,367

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

911

基金 国（Ａ） (千円)

911

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

456

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,367

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32（医療分）】

後方支援機関への搬送体制整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】

1,922 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、医療機関 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

大規模震災時の被災地では、重傷を含む多数の負傷者が発生する他、

医療施設の被災による機能低下や医療従事者の負傷などにより、十分

な医療を確保できないため、被災地外へ搬送し救命することが必要で

ある。 

アウトカム指標：航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）を設置運営で

きる医師、看護師等の増加 249 名（H26～H28 年度）⇒349 名（H26～H29

年度） 

事業の内容 大規模災害時に、非被災地域への円滑な傷病者の搬送を行うため、航

空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の設置運営訓練を実施する。

併せて、ＳＣＵに近い災害拠点病院ＤＭＡＴが定期的なＳＣＵ資器材

の使用訓練及びＳＣＵへの搬送訓練を行う。これらの訓練を通して、

ＳＣＵの設置運営に関する多様な技術を習得している医療人材の幅広

い育成・確保を図る。

アウトプット指標 航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）に係る訓練の回数

 １回（Ｈ29 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本県 SCU に係る訓練を実施することにより、医療人材が不足する本県

においても、災害発生初期段階から SCU を設置運営できる体制の確保

を図る。

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

1,922

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

1,281

基金 国（Ａ） (千円)

1,281

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

641

民 (千円)

0

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,922

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

その他（Ｃ） (千円)

0

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 

地域医療支援センター運営事業  

【総事業費 

（計画期間の総額）】

8,500 千円

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県、山形県医師会、山形大学医学部 等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

人口 10 万人対医師数は全国平均を下回っており、医師不足に対する対

策が必要である。 

アウトカム指標：人口 10 万人対医師数 233.3 人（全国 251.7 人）（H28

年）→全国平均以上（R2 年） 

事業の内容 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足

病院への医師の配置等を行うための地域医療支援センター運営事業と

して、下記の事業を実施する。

・医師修学資金の貸与

・医学生・研修医に対する情報提供 

・医学生に対する地域医療実習の開催 

・定年退職医師再就業促進事業

アウトプット指標 ・医師派遣・あっせん数：47.5 人(H29)→47.5 人以上(R1) 

・地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割

合：100％(R1) 

アウトカムとアウトプット

の関連 

修学資金貸与医師等にキャリア形成プログラムに参加してもらい県内

定着を促すことにより、県全体の医師数も増加する。

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円)

8,500

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

5,666

基金 国（Ａ） (千円)

5,666

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,834

民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

8,500

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業

事業名 【No.1（介護分）】 

社会福祉施設整備補助事業費（老人福祉施設）

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

819,230千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

村山区域・置賜区域・庄内区域 

事業の実施主体 山形県 

事業の期間 平成28年７月26日～令和２年３月31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：特別養護老人ホームの入所申込者数 ▲500人 

               （平成26年度 → 平成28年度） 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム     145床（５カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所     25人／月分（１カ所） 

 認知症対応型デイサービスセンター         １カ所 

 介護予防拠点               １カ所 

 地域包括支援センター           １カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等

において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・地域密着型介護老人福祉施設1,273床（47カ所）→1,418床（52カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所 2,828人／月分（111カ所） 

→2,853人／月（112カ所） 

・認知症対応型デイサービスセンター 71カ所 → 72カ所 

・介護予防拠点 19カ所 → 20カ所 

・地域包括支援センター 68カ所 → 69カ所 

アウトカムとアウト

プットの関連 

特別養護老人ホームの整備と併せて、その他の地域密着型サービス基盤

の整備を行い、地域包括ケアシステムの構築を推進することにより、特別

養護老人ホームの入所申込者数の減少を図る。 

事業に要す

る費用の額 
事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１）

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２）国（Ａ） 都道府県（Ｂ）

①地域密着型サービス

施設等の整備 

(千円)

672,011

(千円)

448,007

(千円)

224,004

(千円)

②施設等の開設・設置に

必要な準備経費 

(千円)

147,219

(千円)

98,146

(千円)

49,073

(千円)
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③介護保険施設等の整

備に必要な定期借地権

設定のための一時金 

(千円) (千円) (千円) (千円)

④介護サービスの改善を図

るための既存施設等の改修

(千円) (千円) (千円) (千円)

金額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

819,23

0 

基金充当額 

（国費）におけ

る公民の別 
（注３） 

（注４）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）

(千円) 

546,15

3 

都道府県（Ｂ）

(千円) 

273,07

7 

民 (千円)

546,153
うち受託事業等

（再掲）

(千円)

546,153計（Ａ＋Ｂ）

(千円) 

819,23

0 

その他（Ｃ）
(千円)

備考（注５） H28年度基金所用見込額 816,657千円 

H29年度基金所用見込額   1,908千円 

H31年度基金所要見込額   665千円

(2) 事業の実施状況 

別紙1「事後評価」のとおり。 
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（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基盤整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）介護人材確保対策連携強化事業 

事業名 【№２（介護分）】 

介護人材確保対策連携協働推進事業 

【総事業費】 

240千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県 

事業の期間 平成29年4月1日～平成30年3月31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

高齢化の進展による、介護サービスの需要拡大に伴い介護人材を安定的に

確保するための基盤整備 

アウトカム指標：関係機関の連携・協働による介護現場の問題解決に向け

た取組みの強化 

事業の内容 ①介護人材確保対策を推進するため、関係機関・団体等と役割分担及び連

携・協働を行う推進会議を運営する。 

②今後介護職員が備えるべきスキル及びその習得に向けた方策について

検討する分科会を開催する。  

アウトプット指標 推進会議２回、分科会３回開催 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

分科会において介護現場の問題や解決策を検討したことを、推進会議の関

係機関によって役割分担及び連携・協働しながら取組みを強化していく。

事業に要する費用

の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

240

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

160

基金 国（Ａ） (千円)

160

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

80

民 (千円)

計 

（Ａ＋Ｂ）

(千円)

240

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

（２）事業の実施状況 

別紙1「事後評価」のとおり。
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（１）事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進

事業 

事業名 【№３（介護分）】介護のお仕事プロモーション事業 【総事業費】 

7,367

6,900千円

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（介護サービス事業者団体、職能団体、社会福祉法人、市町村等へ

の助成） 

事業の期間 平成28年４月１日～平成31年３月31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

高齢化の進展による、介護サービスの需要拡大に伴い介護人材を安定的に

確保するための介護の仕事への理解促進 

アウトカム指標：県内養成施設卒業者の県内施設等への就職率 85％ 

事業の内容 ①介護業務に興味を持つ人や就業希望者に対する介護現場体験 

②若年層に対する介護職の情報発信 

アウトプット指標 介護職に対する理解促進、興味関心の向上に取組む団体数 ５ 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

多くの団体により介護職に対する理解を促進することで、養成施設への進

学、県内就職の促進を図る。 

事業に要する費用

の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

7,367 6,900

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基金 国（Ａ）  (千円)

4,911 4,600

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,456 2,300

民  (千円)

4,911 4,600

計 

（Ａ＋Ｂ）

(千円)

7,367 6,900

うち受託事業等 

（再掲）（注２）

(千円)

4,911 4,600

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成28年度6,237千円、平成30年度1,130千円

（２）事業の実施状況 

別紙1「事後評価」のとおり。
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（１）事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【№４（介護分）】 

介護事業所経営力・魅力向上事業 

【総事業費】 

199千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（プロポーザル方式による委託） 

事業の期間 平成28年4月1日～平成29年3月31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

高齢化の進展による、介護サービスの需要拡大に伴い介護人材を安定的

に確保するための雇用環境の改善 

アウトカム指標：介護職員の離職率10％未満 

事業の内容 ① 介護事業所における戦略的経営の意識付けのために、経営者を対象

とした啓発セミナーを開催する。 

② 希望する事業者に専門の経営コンサルタントを派遣し、現状の分析

や事業計画の策定支援、内部研修等を実施する。 

アウトプット指標 専門家の助言により経営課題の解決に取り組む事業者数 30事業者 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

経営課題の解決に取り組むことにより、介護サービス事業所の安定的な

経営基盤の構築と介護職員の処遇や職場改善が図られ、介護職員の離職

防止が図られる。 

事業に要する費用

の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

199

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基

金

国（Ａ） (千円)

133

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

66

民 (千円)

133

計 

（Ａ＋Ｂ）

(千円)

199

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)

133

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

（２）事業の実施状況 

別紙1「事後評価」のとおり。
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（１）事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチン

グ機能強化事業 

事業名 【№５（介護分）】介護職員相談窓口委託事業 【総事業費】   

0 1,852千円

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（プロポーザル方式による委託） 

事業の期間 平成31年4月1日～令和２年3月31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の進展による、介護サービスの需要拡大に伴い介護人材を安定

的に確保するための支援 

アウトカム指標：介護職員の離職率10％未満 

事業の内容 介護職員相談窓口を業務委託により設置する。受託者は下記の相談方

法による相談を受けるとともに、内容等により他の相談窓口を紹介す

る。 

①窓口による相談：週１日以上、窓口に相談員（社会福祉士や産業カ

ウンセラーなどの有資格者）を配置し、相談に対応する。 

②電話による相談：週５日の平日。相談員が携帯電話等で対応する。

③電子メールによる相談：２４時間対応 

④出張相談：必要に応じて、出張による相談を行う。 

⑤専門家による相談：必要に応じて、弁護士や社会保険労務士、心理

カウンセラーなどの専門家による相談を行う。 

アウトプット指標 介護職員相談窓口における相談件数 100件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護職員専用の相談窓口を設置し、気軽に相談できる体制を整備する

ことで、離職防止・定着を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

0

1,852

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

0

1,235

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

0

617

民 (千円)

0

1,235

計 

（Ａ＋Ｂ）

(千円)

0

1,852

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0

1,235

その他（Ｃ） (千円)
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備考（注３） 

（２）事業の実施状況 
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（１）事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチン

グ機能強化事業 

事業名 【№６（介護分）】若手介護職員交流促進事業 【総事業費】 

0 793千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（プロポーザル方式による委託） 

事業の期間 平成31年４月１日～令和２年３月31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の進展による、介護サービスの需要拡大に伴い介護人材を安定

的に確保するための支援 

アウトカム指標：介護職員の離職率10％未満 

事業の内容 介護サービス事業所・施設の若手介護職員（概ね入職３年未満）が一

堂に会し、法人や施設等の枠を超えた交流（職員同士のネットワーク

づくり）を図るための交流会を実施。 

交流会内容 

・グループワーク 

アウトプット指標 交流会参加者 80人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

離職率の高い入職後３年未満の介護職員を対象とし、介護の知識・技

能の向上を通して業務へのモチベーションを高め、離職防止・定着を

図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

0 793

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

0 529

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

0 264

民 (千円)

0 529

計 

（Ａ＋Ｂ）

(千円)

0 793

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0 529

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

（２）事業の実施状況 
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（１）事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業 

事業名 【№７（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（専

門研修課程Ⅰ・更新研修の実施） 

【総事業費】 

0 6,549千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（山形県老人福祉施設協議会へ委託） 

事業の期間 平成28年４月１日～令和２年３月31日

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの中で医療職をはじめとする多職種と連携・協働

しながら、自立支援に資するケアマネジメントを実践できる専門職の養

成が求められている。 

アウトカム指標：基本的な援助技術を習得した介護支援専門員の増加 

事業の内容 就業後６か月以上、または介護支援専門員証の有効期間が１年以内に満

了する介護支援専門員を対象に法定研修を実施し、専門知識、技能の向

上を図る。 

アウトプット指標 ・研修修了者 180人 

アウトカムとアウト

プットの関連 

実務に従事する介護支援専門員が、適切な時期に本研修を受講すること

により、資質向上が図られる。 

事業に要する費用の

額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

0 6,549

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

0 1,416 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

0 708

民  (千円)

0 1,416

計 

（Ａ＋Ｂ）

(千円)

0 2,124

うち受託事業等（再

掲）（注２）

 (千円)

0 1,416

その他（Ｃ）  (千円)

0 4,425

備考（注３） 

（２）事業の実施状況 

別紙1「事後評価」のとおり。
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（１）事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業 

事業名 【№８（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業（専門研修課程Ⅱ・更

新研修の実施） 

【総事業費】 

0 9,518千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（山形県老人福祉施設協議会へ委託） 

事業の期間 平成31年４月１日～令和２年３月31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの中で医療職をはじめとする多職種と連携・協働

しながら、自立支援に資するケアマネジメントを実践できる専門職の養

成が求められている。 

アウトカム指標：専門的な援助技術を習得した介護支援専門員の増加 

事業の内容 就業後３年以上、または介護支援専門員証の有効期間が１年以内に満了

する介護支援専門員を対象に法定研修を実施し、専門知識、技能の向上

を図る。 

アウトプット指標 ・研修修了者 400人 

アウトカムとアウト

プットの関連 

実務に従事する介護支援専門員が、適切な時期に本研修を受講すること

により、資質向上が図られる。 

事業に要する費用の

額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

0 9,518

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

0 2,115

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

0 1,058

民  (千円)

0 2,115

計 

（Ａ＋Ｂ）

(千円)

0 3,173

うち受託事業等（再

掲）（注２）

 (千円)

0 2,115

その他（Ｃ） (千円)

0 6,345

備考（注３） 

（２）事業の実施状況 
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（１）事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

事業名 【№９（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業（主任介護支援専門員の

養成） 

【総事業費】 

0 4,400千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（山形県老人福祉施設協議会へ委託） 

事業の期間 平成31年４月１日～令和２年３月31日

背景にある医療・

介護ニーズ 

地域包括ケアシステムの中で医療職をはじめとする多職種と連携・協働し

ながら、自立支援に資するケアマネジメントと人材育成の実践を通じて、

地域づくりに貢献できる専門職の養成が求められている。 

アウトカム指標：高度に専門的な援助技術を習得した介護支援専門員の増

加。 

事業の内容 専任の介護支援専門員の実務期間が５年以上の者を対象に主任介護支援

専門員を養成するための法定研修を実施する。 

アウトプット指標 ・研修修了者65人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

十分な実務経験と意欲を有する介護支援専門員が、本研修を受講すること

により更なる資質向上が図られる。 

事業に要する費用

の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

0 4,400

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基金 国（Ａ） (千円)

0 960

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

0 480

民  (千円)

0 960

計 

（Ａ＋Ｂ）

 (千円)

0 1,440

うち受託事業等

（再掲）（注２）

 (千円)

0 960

その他（Ｃ）  (千円)

0 2,960

備考（注３） 

（２）事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

事業名 【No.10（介護分）】認知症ケアに携わる人材の育成

のための研修事業 

【総事業費】

6,604 0千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（一部を（社福）山形県社会福祉協議会、（社団）山形県老人福祉

施設協議会、（社団）山形県歯科医師会、（公社）山形県看護協会、（社団）

山形県薬剤師会、国立長寿医療研究センター、認知症介護研究・研修セ

ンターへの委託として実施） 

事業の期間 平成31年４月１日～令和２年３月31日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

認知症高齢者等が地域において安心して生活できる体制の構築を図る。

アウトカム指標：医療と介護分野の認知症対応力向上及び連携の強化 

事業の内容 ○介護サービス事業所の管理者及び従事者に対して、認知症ケアに必要

な知識や技術などを習得させ、認知症高齢者に対する介護サービスの

質の向上を図るため、下記事業を行う。 

・認知症対応型サービス事業管理者等養成研修 

 ・認知症介護基礎研修及び認知症介護指導者フォローアップ研修 

 ・施設看護職員ＢＰＳＤ対応研修 

〇医療従事者に対して、認知症ケアに必要な知識や技術などを習得させ、

認知症高齢者に対する適切な医療サービスの確保のため、下記事業を

行う。 

 ・認知症サポート医療養成研修及びかかりつけ医認知症対応力向上研

修 

 ・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 

 ・歯科医師向け認知症対応力向上研修 

 ・薬剤師向け認知症対応力向上研修 

 ・看護職員向け認知症対応力向上研修 

〇初期集中支援チーム員、認知症地域支援推進員及びチームオレンジコ

ーディネーターに対して、必要な知識や技術を習得するための研修を

実施する。 

 ・認知症初期集中支援チーム員養成事業 

 ・認知症地域支援推進員養成事業 

 ・認知症サポーター等活動の促進事業 
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アウトプット指標 ・認知症対応型サービス事業管理者研修受講者数（136名） 

・認知症サポート医養成研修受講者数（12名） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修受講者数（200名） 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講者数（150名） 

・歯科医師向け認知症対応力向上研修受講者数（50名） 

・薬剤師向け認知症対応力向上研修受講者数（150名） 

・看護職員向け認知症対応力向上研修受講者数（100名） 

・認知症初期集中支援チーム員研修受講者数（12名） 

・認知症地域支援推進員研修受講者数（25名） 

アウトカムとアウト

プットの関連 
認知症高齢者に関わる医療・介護関係者の対応力向上研修の受講等に

より適切な医療や良質な介護を確保するとともに、医療と介護の連携強

化を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

6,604 0

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

85 0

基金 国（Ａ） (千円)

4,402 0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

2,202 0

民 (千円)

4,317 0

計 

（Ａ＋Ｂ）

 (千円)

6,604 0

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

4,317 0

その他（Ｃ） (千円)

0

備考（注３） 

（２）事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上

事業名 【№11（介護分）】地域包括ケア総合推進センタ

ー運営事業 

【総事業費】 

2,339 0千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 山形県（プロポーザル方式による委託） 

事業の期間 平成31年４月１日～令和２年３月31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

要介護、要支援者に対して自立支援につながるケアマネジメントに資

する地域ケア会議開催のための専門職の確保は、市町村単位では困難

アウトカム指標：専門職参加による地域ケア会議開催35市町村 

事業の内容 ①市町村で開催する地域ケア会議への専門職派遣調整 

②市町村で開催する地域ケア会議へ指導者を派遣し実地指導を実施 

③地域ケア会議開催のための各種研修の開催 

アウトプット指標 市町村開催の地域ケア会議への専門職派遣調整数 延1,500名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

市町村単位では確保が困難なリハビリ系専門職等の派遣を調整する

ことで、専門多職種が参加する自立支援に資する地域ケア会議開催の

定着を図る。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

2,339 0

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

0

基金 国（Ａ） (千円)

1,559 0

都道府県 

（Ｂ） 

(千円)

780 0

民 (千円)

2,339 0

計 

（Ａ＋Ｂ）

(千円)

2,339 0

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

2,339 0

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 

（２）事業の実施状況 

別紙1「事後評価」のとおり。


